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＜はじめに＞ 工場立地動向調査について

工場立地動向調査は、工場立地法に基づき昭和４２年から実施されており、その対象は

全国の製造業、電気業（水力発電所、地熱発電所を除く 、ガス業、熱供給業のための工場）

又は事業場を建設する目的をもって取得 借地を含む された１ ０００㎡以上の用地 埋（ ） ， （

立予定地を含む）である。また昭和６０年からは研究所（民間の試験研究機関で、主とし

て前記４業種に係る分野の研究を行うものに限る）の用地も併せて調査している。今回は

平成１８年の結果をとりまとめたものである。

配布回収の状況等については、調査対象とみられる２，４５１の事業所等に調査票を配

布、その後、回収段階で調査対象外と判明した事業所を除く１，９６７の調査票を調査対

象とした。そして、そのうち調査拒否及び回収不能の事業所を除く１，８１１事業所（工

場１，７８２、研究所２９）事業所の調査票についてとりまとめた。

なお、本文中の数値については平成１７年までの立地件数、立地面積の数値については確

報値を使用した。
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１．全国の工場立地の概況

平成１８年の工場立地件数は１，７８２件（前年比２３８件増）で、４年連続の大幅

な増加となった（増減率１５．４％増 。立地件数が４年連続で増加するのは、昭和４２）

年の調査開始以来初めてのことである。

立地面積は２，３６５ha（前年比６７ｈａ増）で、４年連続の増加となったものの、

前年比増減率は２．９％増に留まり、前年を大幅に下回った。

（１）工場立地件数、面積

・平成１８年の工場立地件数は１，７８２件（前年比２３８件増）で、４年連続の大幅

な増加となった（前年比増減率１５．４％ （図－１））。

立地面積は２，３６５ha（前年比６７ｈａ増加）で、４年連続の増加となったもの・

の、前年比増減率は２．９％増に留まり、前年の４５．５％増を大幅に下回った。

（ ）図－１

平成１８年の立地件数増加が、１千～３千㎡未満（５３７件、前年比８４件増 、３・ ）

千～５千㎡未満（３４４件、同７７件増）といった比較的小規模な立地の大幅増に

よるものであるため、１件当たりの立地面積は前年に比べ０．１６ha減少し、１．

３３haとなった。

図－１ 全国の工場立地の推移（年別推移）
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（２）移転でない立地の状況

・移転でない立地（自社の既存工場の全部又は一部を廃止する計画を伴わない新規立

地）の件数は前年比１７５件増と、移転を伴う立地の６１件増に比べ大幅に増加し

た （図－２）。

・移転でない立地の件数：
１，１１６件（前年比１７５件増、前年比増減率１８．６％増）

・移転を伴う立地の件数：
６６４件（前年比 ６１件増、前年比増減率１０．１％増）

・地域ブロック別に見ると、移転でない立地件数は関東内陸（１７７件）が最も多く、

以下、南東北（１６８件 、東海（１５１件）の順となったが、移転でない立地の各）

地域ブロックの立地件数に占める割合は、北海道（８３．９％ 、北東北（７９．０）

％ 、南東北（７５．０％ 、南九州（７１．１％）が突出している。） ）

・都道府県別に見ると、移転でない立地件数は兵庫県（７０件 、群馬県（６２件 、福） ）

島県（５７件）の順となっている。

図－２ 移転立地と移転でない立地件数及び割合の推移

（３）企業規模（資本金規模）別の立地状況

・企業規模（資本金規模）別立地件数は、１千万～５千万円未満の企業による立地件数

が７２３件となり、全立地件数の４４．０％を占めた （図－３）。

・１千万～５千万円未満の企業による立地件数は、平成１５年以降大幅に伸びており、

近年の立地件数の増加を牽引していることがわかる （図－３）。
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図－３ 企業規模（資本金規模）別の立地件数の推移

（４）借地による立地の状況

・借地による立地件数は３６１件（前年比３６件増）で、２年連続の増加となった。

（図－４）

・全立地件数に占める借地立地の割合は２０．３％となり、前年比で０．７ポイントの

減少となった （図－４）。

・地域ブロック別に借地による立地件数を見ると、近畿臨海が６３件で、３年連続で全

地域の中で最も多かった。

・都道府県別に見ると、立地件数では兵庫県（４３件）が、各都道府県の立地件数に占

める借地による立地の割合では高知県（７５．０％）が突出している。

図－４ 借地による立地件数と、全立地件数に対する割合
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（５）工業団地への立地状況

・工業団地への立地件数は８７１件（前年比８１件増）となり、４年連続の増加とな

った （図－５）。

・全立地件数に占める工業団地への立地件数の割合は４８．９％で、前年比で２．３ポ

イントの減少となった （図－５）。

・地域ブロック別に見ると、工業団地への立地件数は関東内陸（１７０件）が突出して

、 、 （ ． ）、いるが 各地域の立地件数に占める工業団地への立地の割合は 山陰 ６６ ７％

山陽（６４．４％ 、近畿臨海（６３．０％ 、北海道（６２．９％）が高い。） ）

、 、 （ ）、・都道府県別に工業団地への立地件数の前年比を見ると 多い順に 兵庫県 ３０件増

群馬県（２５件増 、長野県（２０件増 、茨城県（１６件増）となっており、関東内） ）

陸での増加が目立った。

図－５ 工業団地内の立地件数・立地割合の推移
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（６）県外立地の状況

・県外立地（本社が所在する都道府県以外への立地）件数は５６９件（前年比１１５件

） 、 。 、 ．増 となり ４年連続で増加した また 全立地件数に占める県外立地の割合は３１

９％（前年比２．５ポイント増加）で、２年連続の増加となった （図－６）。

・地域ブロック別に県外立地件数を見ると、関東内陸（１１１件）が最も多く、以下、

関東臨海（７７件 、東海（６４件 、南東北（５６件）の順となっており、これらの） ）

４地域で全県外立地件数の５割超を占めた。

・都道府県別に県外立地件数を見ると、多い順に、茨城県、埼玉県（各４５件 、兵庫）

県（４３件）となった。

図－６ 県外立地件数と全工場立地件数に占める割合の推移
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２．地域別立地状況

立地件数は、地域ブロック別では関東内陸（２９８件）が最も多く、都道府県別では

兵庫県（１１５件）が最も多かった。

立地面積は、地域ブロック別では関東内陸（４６０ha）が最も大きく、都道府県別で

は茨城県（１８７ha）が最も大きかった。

また、近年の立地の特徴として、徐々にではあるが都市圏への立地の割合が高まって

きていたが、本年の都市圏立地割合は３３．４％となり、前年比で０．１ポイント減少

した。

（１）地域ブロック別の立地状況

（２９８件）が最も多く、以下、東海（２・地域ブロック別の立地件数は、関東内陸

６７件 、南東北（２２３件 、関東臨海（１６６件）の順となり、これらの地域で） ）

（図－７）全立地件数の過半数を占めた。

・立地件数の前年比は、山陰、南九州を除く１２の地域で増加した （図－８）。

、 （ ． ） 、 、 （ ．・立地件数の前年比増減率は 南東北 ３２ ７％増 が最も高く 以下 四国 ３０

０％増 、関東内陸（２５．２％増）の順となったが、増加件数で見ると、関東内陸）

の６０件増が最も多かった。

また、前年は立地件数が最も多かった東海では、愛知県で立地件数が減少に転じるな

どしたため、前年比増減率は７．７％増と全国平均（１５．４％増）を下回った。

・地域ブロック別の立地面積は、関東内陸（４６０ha）が最も大きく、以下、東海（３

８０ha 、北九州（２４４ha 、南東北（２１１ha）の順となり、これらの地域で、全） ）

立地面積の５割超を占めた。

・立地面積の前年比は、関東内陸（１３４ha増 、北九州（１０３ha増 、山陽（５９ha） ）

） 、 （ ）、 （ ）、 （ ）増 等の７地域で増加し 南東北 １０５減 南九州 ７３ha減 東海 ４９ha減

等の７地域で減少した。

・立地面積の前年比増減率は、山陽（７４．２％）が最も高く、以下、北九州（７２．

５％ 、関東内陸（４１．１％）の順となった。）

、 （ ． ）、・工場立地１件当たりの立地面積で見ると 大規模立地が見られた四国 ３ ４９ha

北九州（２．０２ha）が突出している。
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図－７ 地域別立地件数の年次比較
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図－８ 地域別立地件数の時系列
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（２）都道府県別の立地状況

、 （ ） 、 、 （ ）、・都道府県別の立地件数は 兵庫県 １１５件 が最も多く 以下 群馬県 １１１件

静岡県（１０２件 、愛知県（８１件 、埼玉県（７９件 、福島県、茨城県、福岡県） ） ）

（各６７件 、北海道（６２件 、栃木県（６１件 、新潟県（５７件 、宮城県（５４） ） ） ）

件 、長野県（５２件 、広島県（５０件）の順となっており、５０件以上が立地した） ）

これらの１４道県の立地件数（１，０２５件）は、全立地件数の６割弱を占めた。

・立地件数の前年比は、３２都道県で増加、２県で横ばい、１３府県で減少となった。

・立地件数の前年比増減率は、高い順に徳島県（１４０．０％増 、高知県（１００．）

） 、 、 、０％増 となっているが 立地件数はいずれも１２件と多くなく 増加件数で見ると

兵庫県（３５件増 、福島県（３１件増）が多かった。）

・都道府県別の立地面積は、茨城県（１８７ha）が最も大きく、以下、愛媛県（１２５

ha 、群馬県（１２４ha 、兵庫県（１２１ha 、静岡県（１１８ha 、愛知県（１１６） ） ） ）

ha）の順となった。

・都道府県別の工場立地１件当たりの立地面積を見ると、大規模立地が見られた愛媛県

（１１．３ha）が突出している。一方、立地件数が多かった県には、１件当たりの立

地面積が比較的小さいところが多かった（兵庫県１．０５ha、群馬県１．１２ha 。）

（３）都市圏・地方圏の立地状況

・立地件数を都市圏と地方圏の別でみると、前年まで徐々にではあるが都市圏への立

地の割合が高まってきていたものの、本年の都市圏立地割合は３３．４％となり、

（図－９）前年比で０．１ポイント減少した。

図－９ 都市圏と地方圏の工場立地件数割合の推移
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３．業種別立地状況

業種別の立地件数は、多い順に一般機械（３２０件 、金属製品（２７６件 、食料品） ）

（１７６件 、輸送用機械（１５３件）の順となった。）

また、増加件数の多かった業種の内訳（小分類）を見ると、金属素形材製品、一般産

これ業機械・装置、製鋼を行わない鋼材製造業、工業用プラスチック製品等となった。

近年まで比較的好調に伸びてきた輸送用機械や一般機械等の業種へ対応したものとは、

考えられる。

多い順に一般機械（３２０件 、金属製品（２７６件 、食料品・業種別の立地件数は、 ） ）

が前年比９３件増と、（１７６件 、輸送用機械（１５３件）の順となった。金属製品）

２年連続で大幅に増加した （図－１０、図－１１）。

・前年からの増加件数が多かった金属製品 ９３件増 一般機械 ６８件増 鉄鋼業 ２（ ）、 （ ）、 （

９件増 、プラスチック製品（２３件増）の業種の内訳（小分類）を見ると、金属製品）

では金属素形材製品（５２件増 、一般機械では一般産業機械・装置（３４件増 、鉄鋼） ）

業では、製鋼を行わない鋼材製造業（１５件増 、プラスチック製品では、工業用プラ）

近年まで比較的スチック製品（１６件増）がそれぞれ大きく増加している。これは、

好調に伸びてきた輸送用機械や一般機械等の業種へ対応したものと考えられる。

※金属素形材製品 ：自動車向け金属プレス製品等

一般産業機械・装置 ：一般産業用ポンプ等

鉄鋼を行わない鋼材製造業：熱間圧延鋼材等

工業用プラスチック製品 ：自動車のバンパー等

・業種別の立地件数を前年比増減率でみると、高かった順に皮革（１００．０％増 、ガ）

ス業（８０．０％増 、衣服（７５．０％増）となったが、いずれも件数は多くない。）

また、情報通信機器が２６．７％減少したのとは対照的に、電子・デバイスは５７．４

％増加した （図－１０、図－１１）。

図－１０ 主な業種の工場立地件数の年次比較
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図－１１ 主な業種の工場立地件数の時系列
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５．研究所及び外資系企業の立地状況

研究所（工場敷地内に研究開発機能を付設する場合を除く。以下同じ）の立地件数は２

９件で、前年比２件の増加となった。

外資系企業の立地件数は１２件、前年比４件の増加となった。

（１）研究所の立地状況

・研究所の立地件数は２９件で、前年比で２件の増加となった。

、 、 、 、 、 、・都道府県別に見ると 神奈川県５件 栃木県４件 長野県 愛知県 京都府が各３件

茨城県２件、北海道、宮城県、福島県、新潟県、静岡県、兵庫県、奈良県、山口県、

福岡県が各１件であった。

・最近５年の累積立地件数で見ると、全国で１０９件が立地している。地域ブロック別

では、多い順に、関東臨海（２２件 、関東内陸（２１件 、近畿臨海（１３件 、近） ） ）

畿内陸（１２件）となっており、関東地域、近畿地域での立地が目立つ。また、都道

府県別では、神奈川県（２１件）が突出している。

図－１１ 研究所立地件数の推移
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（２）外資系企業の立地状況

・外資比率５０％以上の外資系企業の工場立地件数は１２件で、前年比４件の増加とな

った。

・地域ブロック別では、東海が５件、関東内陸、北九州が各２件、北東北、関東臨海、

近畿臨海が各１件となった。

・業種別では、化学、一般機械が各３件、食料・飲料、鉄鋼、金属製品、電気機械、輸

送用機械、精密機械が各１件となった。

・最近５年の累積立地件数で見ると、全国で６４件が立地している。地域ブロック別で

は、多い順に、東海（１９件 、関東内陸（１４件 、関東臨海（７件）の順となって） ）

いる。これを企業の国・地域別に見ると、米国１５件、欧州３０件、その他の地域１

０件となっており、これまで立地の多かった米国企業に代わって、欧州企業の立地が

多くなっていることがわかる。また、業種別に見ると、多い順に化学（１２件 、輸）

送用機械（１１件 、一般機械（７件）の順となっている。）

図－１２ 外資系企業の工場立地件数の推移
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（補足）地域ブロック別の工場立地の概況

◇北海道（北海道）

立地件数、面積ともに前年に比べ増加した。

移転でない立地の各地域の立地件数に占める割合は８３．９％と、全地域の中で最も

高かった。

工業団地への立地割合は６２．９％と、全地域の中でも高い水準にある。

・立地件数：６２件（前年比 ５件増、前年比増減率 ８．８％増）

・立地面積：９０ha（前年比１９ha増、前年比増減率２７．０％増）

・主な立地業種：①食料品（１８件 、②飲料（７件 、③一般機械（５件）） ）

◇北東北（青森県、岩手県、秋田県）

立地件数、面積ともに前年に比べ増加した。

移転でない立地の各地域の立地件数に占める割合は７９．０％で、北海道に次いで高

かった。

・立地件数：６２件（前年比 ７件増、前年比増減率１２．７％増）

・立地面積：５８ha（前年比１３ha増、前年比増減率３０．６％増）

・主な立地業種：①一般機械（１０件 、②食料品（９件 、③電子・デバイス（７件）） ）

◇南東北（宮城県、山形県、福島県、新潟県）

前年に比べ、立地件数は増加したものの、面積は減少した。

立地件数の前年比増減率は、全地域の中で最も高い。

福島県の立地件数増加が目立った（前年比３１件増、前年増減率８６．１％ 。）

・立地件数：２２３件（前年比 ５５件増、前年比増減率３２．７％増）

・立地面積：２１１ha（前年比１０５ha減、前年比増減率３３．３％減）

・主な立地業種：①一般機械（４５件 、②食料品（２７件））

③金属製品、輸送用機械（各２２件）

◇関東内陸（茨城県、栃木県、群馬県、山梨県、長野県）

長野県（５２件）の２３件増をはじめ、山梨県を除く４県で立地件数が増加し、関東

内陸は立地件数、面積ともに全地域の中で最も大きい。

工業団地への立地件数（１７０件 、県外企業の立地件数（１１１件）も、全地域の）

中で最も多かった。

業種別に見ると、非鉄金属（２０件、前年比１６件増 、鉄鋼（２７件、前年比１５）

件増）の立地件数が前年に比べ大幅に増加した。

・立地件数：２９８件（前年比 ６０件増、前年比増減率２５．２％増）

・立地面積：４６０ha（前年比１３４ha増、前年比増減率４１．１％増）

・業種別立地件数：①一般機械（５３件 、②金属製品（３３件 、③輸送用機械２９件） ）
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◇関東臨海（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）

前年に比べ、立地件数は増加したものの、面積は減少した。

前年最も立地件数が多かった輸送用機械の立地件数は１１件で、前年に比べ１３件減

と大幅に減少した。

・立地件数：１６６件（前年比２７件増、前年比増減率１９．４％増）

・立地面積：１４５ha（前年比 ４ha減、前年比増減率 ２．２％減）

・主な立地業種：①食料品、一般機械（各２２件 、②金属製品（２１件））

③化学工業（１５件）

◇東海（岐阜県、静岡県、愛知県、三重県）

前年に比べ、立地件数は増加したものの、面積は減少した。

、 ．愛知県で立地件数が減少に転じるなどしたため 東海の立地件数の前年比増減率は７

７％増と全国平均（１５．４％増）を大幅に下回った。

・立地件数：２６７件（前年比１９件増、前年比増減率 ７．７％増）

・立地面積：３８０ha（前年比４９ha減、前年比増減率１１．４％減）

（ ）、 （ ）、 （ ）・主な立地業種：①一般機械 ４７件 ②金属製品 ４３件 ③輸送用機械 ４２件

◇北陸（富山県、石川県、福井県）

立地件数、面積ともに前年に比べ増加した。

業種別の立地件数を見ると、前年同様一般機械（２５件）が最も多いものの、金属製

品の増加が目立った（２４件、前年比１５件増 。）

・立地件数： ９６件（前年比 ９件増、前年比増減率１０．３％増）

・立地面積：１３６ha（前年比２９ha増、前年比増減率２７．２％増）

・主な立地業種：①一般機械（２５件 、②金属製品（２４件））

③プラスチック製品（８件）

◇近畿内陸（滋賀県、京都府、奈良県）

前年に比べ、立地件数は増加したものの、面積は減少した（３県全てで減少 。）

業種別の立地件数を見ると、前年同様金属製品（２２件）が最も多いものの、一般機

械が前年比１１件増と大幅に増加し、１８件となった。

・立地件数：９５件（前年比１６件増、前年比増減率２０．３％増）

・立地面積：８４ha（前年比３４ha減、前年比増減率２９．２％減）

・主な立地業種：①金属製品（２２件 、②一般機械（１８件））

③食料品、印刷、化学工業（各６件）
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◇近畿臨海（大阪府、兵庫県、和歌山県）

立地件数、面積ともに前年に比べ増加した。

借地による立地件数は６３件となり、４年連続で全地域の中で最も多かった。

都道府県別の立地件数は、兵庫県が前年比３５件増の１１５件で、全国で最も多かっ

た。また、兵庫県での立地については、金属（３０件 、一般機械（２０件）の業種別）

立地件数、移転でない立地件数（７０件 、借地による立地件数（４３件）も全国で最）

も多かった。

・立地件数：１６２件（前年比３１件増、前年比増減率２３．７％増）

・立地面積：１４８件（前年比２８ha増、前年比増減率２３．５％増）

・主な立地業種：①金属製品（４３件 、②一般機械（２７件））

③化学工業、プラスチック製品（各１１件）

◇山陰（鳥取県、島根県）

立地件数、面積ともに前年に比べ減少した。

工業団地への立地件数は、前年に比べ７件減少し８件になったものの、山陰地域の立

地件数に占める割合は６６．７％であり、全地域の中で最も高かった。

県外立地件数は、前年に比べ３件減少し７件になった一方、県外立地割合は前年の４

１．７％から５８．３％に大幅に増加し、全地域の中で最も高くなった。

・立地件数：１２件（前年比１２件減、前年比増減率５０．０％減）

・立地面積：１３ha（前年比１４ha減、前年比増減率５３．４％減）

・主な立地業種：①ゴム製品、金属製品、一般機械（各２件）

②石油石炭製品 他（各１件）

◇山陽（岡山県、広島県、山口県）

立地件数、面積ともに前年に比べ増加した。

工業団地への立地件数は前年に比べ１０件増加し５８件となり、山陽における立地件

数に占める割合は、６４．４％と全国的に見ても高い。

立地件数を業種別に見ると、前年に比べ、鉄鋼、金属製品の増加が目立った（ともに

９件増 。）

・立地件数： ９０件（前年比１５件増、前年比増減率２０．０％増）

・立地面積：１３７ha（前年比５９ha増、前年比増減率７４．２％増）

・主な立地業種：①金属製品、一般機械（各１９件 、②鉄鋼（１１件））

③輸送用機械（１０件）
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◇四国（徳島県、香川県、愛媛県、高知県）

前年に比べ、立地件数は増加した。面積は減少したものの、愛媛県で大規模立地が見

られたため依然として大きく、四国の工場立地１件当たりの立地面積は３．４９haと全

地域の中で最も大きかった。

また、高知県における借地による立地の割合は前年の１６．７％から大幅に上昇し、

７５．０％となった。

・立地件数： ５２件（前年比１２件増、前年比増減率３０．０％増）

・立地面積：１８１ha（前年比３７ha減、前年比増減率１７．０％減）

・主な立地業種：①一般機械（８件 、②食料品（６件））

③化学工業、プラスチック製品（各５件）

◇北九州（福岡県、佐賀県、長崎県、大分県）

、 ． 、 ．立地件数は 前年に比べ増加はしたものの増減率は５ ２％増に留まり 前年の２２

３％増を大幅に下回った。

立地面積は、大規模立地が見られたため前年に比べ大幅に増加し、工場立地１件当た

りの立地面積は２．０２haとなり、四国に次いで大きかった。

・立地件数：１２１件（前年比 ６件増、前年比増減率 ５．２％増）

・敷地面積：２４４ha（前年比１０３ha増、前年比増減率７２．５％増）

（ ）、 （ ）、 （ ）・主な立地業種：①一般機械 ２２件 ②金属製品 ２１件 ③輸送用機械 １７件

◇南九州（熊本県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県）

熊本県を除く３県で立地件数が減少し、南九州の立地件数、立地面積はともに前年に

比べ減少した。

・立地件数：７６件（前年比１２件減、前年比増減率１３．６％減）

・敷地面積：８０ha（前年比７３ha減、前年比増減率４７．８％減）

・主な立地業種：①一般機械（１７件 、②食料品（１５件 、③金属製品（１２件）） ）



付　　図
（再掲含む）



付図－１－１　全国の工場立地の推移（１．年別推移）

付図－１－２　全国の工場立地の推移（２．期別推移）

付図－２　工場立地件数の推移（移転・移転でないの別）
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付図－３　工業団地の立地件数・立地割合の推移

付図－４　県外企業立地件数と県外企業立地件数が全工場立地件数に占める割合の推移

付図－５　工場立地件数の推移（資本金規模別）
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付図－６　借地による立地件数と、全立地件数に対する割合

付図－７－１　１４地域別立地件数の年次比較

付図－７－２　１４地域別敷地面積の年次比較
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付図－８　地域別工場立地件数の推移
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付図－９　都市圏と地方圏の工場立地件数割合の推移

付図－１０　主な業種の工場立地件数の推移
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付図－１１－１　主な業種の工場立地件数の年次比較

付図－１１－２　主な業種の工場敷地面積の年次比較
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付図－１２　立地件数の多い業種の１４地域別分布状況

5

10

45

53

22

47

25

18

27

2

19

8

22

17

4

7

22

33

21

43

24

22

43

2

19

3

21

12

18

9

27

27

22

19

2

6

10

0

5

6

10

15

3

2

22

29

11

42

1

2

5

1

10

5

17

3

(14地域)

北 海 道

北 東 北

南 東 北

関東内陸

関東臨海

東　　海

北　　陸

近畿内陸

近畿臨海

山　　陰

山　　陽

四　　国

北 九 州

南 九 州

(金属製品) (食料品)(一般機械) (輸送用機械) (件)

- 7 -



付図－１３　立地件数の多い業種の都道府県別分布状況
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付図－１４　工場立地件数の推移（４型業種分類別）

付図－１５－１　工場立地件数の年次比較（４業種分類）

付図－１５－２　工場敷地面積の年次比較（４業種分類）
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付図－１６　研究所立地件数の推移

付図－１７　研究機能の付設を予定している工場の割合の推移

付図－１８　外資系企業の工場立地件数の推移
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